
事 業 概 況 （令和６年２月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和５年度労災保険業務機械処理の令和６年２月末現在における保険給付支払総額は 6,827億円で、前年同期に比べて

0.9％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,188億円で 46.7％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,294億円で 33.6％を占めている。以下、休業補償給付が 13.3％、障害補償一時金が 3.9％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ 1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 11.0％増、葬祭料が 6.8％増、障害

補償一時金が 6.6％増、遺族補償一時金が 5.0％増、療養補償給付が 4.3％増、介護補償給付が 0.3％増となっているのに

対し、年金等給付が 1.4％減、休業補償給付が 1.0％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,303 億円で 33.7％、「建設事業」が 1,880 億円で

27.5％、「製造業」が 1,555億円で 22.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 2.6％、「林業」が 1.4％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 3.0％増、「運輸業」が 1.3％増、「電気、ガ

ス、水道又は熱供給の事業」が 1.2％増、「製造業」が 0.3％増となっているのに対し、「鉱業」が 8.0％減、「漁業」が 6.6％

減、「林業」が 3.8％減、「船舶所有者の事業」が 2.2％減となっている。なお、「建設事業」は前年同期と同水準であった

（第２表） 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 676,482,950 100.0 1.7 △    682,726,897 100.0 0.9

療 養 補 償 給 付 220,036,212 32.5 2.6 △    229,391,337 33.6 4.3

休 業 補 償 給 付 91,491,678 13.5 4.7 90,567,092 13.3 1.0 △    

障 害 補 償 一 時 金 24,760,090 3.7 6.0 △    26,395,299 3.9 6.6

遺 族 補 償 一 時 金 6,863,179 1.0 13.1 7,206,917 1.1 5.0

葬 祭 料 1,584,917 0.2 4.4 △    1,692,648 0.2 6.8

介 護 補 償 給 付 7,178,182 1.1 1.0 7,201,593 1.1 0.3

年 金 等 給 付 323,246,168 47.8 2.7 △    318,803,984 46.7 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,322,522 0.2 9.4 △    1,468,027 0.2 11.0

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和4年度　5年2月末 令和5年度　6年2月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



 

 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,776億円で 55.7％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,216億円で 38.1％、傷病補償年金が 196億円で 6.2％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,043億円で 32.7％、「製造業」が 891億円で 28.0％、

「その他の事業」が 688億円で 21.6％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.9％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 676,482,950 100.0 1.7 △    682,726,897 100.0 0.9

林 業 10,255,702 1.5 6.6 △    9,868,172 1.4 3.8 △    

漁 業 1,870,492 0.3 8.2 △    1,746,394 0.3 6.6 △    

鉱 業 19,239,894 2.8 7.9 △    17,697,034 2.6 8.0 △    

建 設 事 業 187,874,550 27.8 3.1 △    187,953,083 27.5 0.0

製 造 業 154,983,300 22.9 3.3 △    155,525,150 22.8 0.3

運 輸 業 74,197,552 11.0 2.3 △    75,185,237 11.0 1.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,491,303 0.2 5.8 △    1,509,512 0.2 1.2

そ の 他 の 事 業 223,561,250 33.0 2.0 230,300,409 33.7 3.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,008,907 0.4 2.4 △    2,941,906 0.4 2.2 △    

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和4年度　5年2月末 令和5年度　6年2月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和5年度　6年2月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 121,568,207 177,601,758 19,634,019 318,803,984 100.0

林 業 1,498,640 3,542,655 226,234 5,267,529 1.7

漁 業 299,336 933,808 21,096 1,254,240 0.4

鉱 業 1,171,200 9,630,405 1,501,232 12,302,837 3.9

建 設 事 業 32,373,347 64,818,726 7,110,955 104,303,028 32.7

製 造 業 43,317,631 42,313,589 3,484,974 89,116,194 28.0

運 輸 業 13,545,599 20,282,577 2,106,923 35,935,098 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
201,558 592,413 58,582 852,553 0.3

そ の 他 の 事 業 28,867,416 34,857,770 5,097,731 68,822,916 21.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 293,481 629,815 26,292 949,588 0.3

構 成 比 38.1% 55.7% 6.2% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和５年度労災保険業務機械処理の令和６年２月末現在における保険料徴収決定済額は 9,197億円で、前年同期に比べ

て 2.8％増となっている。保険料収納済額は 8,915億円で、前年同期に比べて 2.4％増となっている。また、収納率につい

てみると 96.9％となっており、前年同期に比べて 0.3ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,515億円で 49.1％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 2,006 億円で 21.8％、「製造業」が 1,635 億円で 17.8％を占めている。以下、「運輸業」が 8.4％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」が 0.3％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

　業　種 5年2月末 6年2月末 5年2月末 6年2月末 5年2月末 6年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 894,962,718 919,672,305 100.0 2.8 870,274,916 891,499,794 100.0 2.4 97.2 96.9

林 業 5,846,208 5,926,546 0.6 1.4 5,682,099 5,733,833 0.6 0.9 97.2 96.7

漁 業 1,881,588 2,021,064 0.2 7.4 1,821,578 1,947,035 0.2 6.9 96.8 96.3

鉱 業 2,591,116 2,588,824 0.3 0.1 △   2,467,916 2,444,666 0.3 0.9 △   95.2 94.4

建 設 事 業 193,408,305 200,628,394 21.8 3.7 180,156,990 186,349,357 20.9 3.4 93.1 92.9

製 造 業 161,269,152 163,518,599 17.8 1.4 159,300,336 160,914,845 18.0 1.0 98.8 98.4

運 輸 業 75,628,062 77,178,522 8.4 2.1 73,210,494 74,454,490 8.4 1.7 96.8 96.5

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,371,324 2,237,590 0.2 5.6 △   2,370,872 2,233,824 0.3 5.8 △   100.0 99.8

そ の 他 の 事 業 438,881,418 451,495,202 49.1 2.9 432,572,153 443,686,644 49.8 2.6 98.6 98.3

船舶所有者の 事業 13,085,546 14,077,563 1.5 7.6 12,692,478 13,735,100 1.5 8.2 97.0 97.6

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


